
特記仕様書（標準例）令和3.7.1改訂版
第1条　適用
本特記仕様書は、「令和○○年度　○○工事」に適用する。
第2条　工期　（債務負担行為を設定している工事に使用）
本工事は、令和○○年度から令和△△年度までにわたるものである。
第3条　着手日選択型工事に関する条項　（工事着手日選択型工事で使用）
本工事は、湖西市工事着手日選択型工事試行要領の対象工事とする。

2 着手日

本工事は、落札決定後、契約締結前に受注者が提出した「工事着手日通知書」に記載された工事着手日（以下、本条において「着手日」という。）より前に着手することはできない。

着手日とは、工事準備等を含めた作業に着手する日をいい、工事現場における施工開始日とは異なるため、着手日が到来するまでの期間において、資材の搬入、仮設物の設置等の一切の準備を行うことはできない。

3 履行期間

本工事は、着手日から起算して■■日以内に完成させなければならない。

4 前払金の取扱い　　　　　　　↑履行期間を入力
着手日が到来するまでの期間において、前払金の請求をすることができない。

5 配置技術者等の取扱い

着手日が到来するまでの期間においては、主任・監理技術者及び現場代理人を配置することを要しない。

6 経費の負担

着手日選択型工事の対象とすることによって増加した経費は、受注者の負担とする。

7 本工事の契約においては、湖西市建設工事請負契約約款第3 条第1 項及び第4 項の「契

約締結後10 日以内」を「工事着手日後10 日以内」と読み替えるものとする。
第4条　電子納品　　　　 （【土木】電子納品を行う工事等に使用）
本事業は、電子納品対象事業とする。電子納品とは「工事完成図書の電子納品等要領【各編】」（国土交通省）（以下「要領等）という。」および「湖西市電子納品運用ガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）に基づいて作成した電子データを指す。

2　事前協議
発注者と受注者は、着手前に「事前協議チェックシート」により、電子納品対象項目等の内容について事前協議を行うこと。

3　成果品　　　
「要領等」および「ガイドライン」に基づいて作成した電子成果品を電子媒体で２部提出する。「要領等」および「ガイドライン」の解釈に疑義がある場合は監督員と協議の上是非を決定する。
4　チェック
　成果品の提出の際には電子納品チェックシステムによるチェックを行い、エラーがないことを確認した後、ウイルス対策を実施した上で提出する。
第4条　電子納品　　　　 （【建築】電子納品を行う工事等に使用）
本事業は、電子納品対象事業とする。電子納品とは「静岡県営繕工事電子納品要領」（以下「要領等）という。」および「湖西市営繕事業に係る電子納品運用ガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）に基づいて作成した電子データを指す。

2　事前協議
発注者と受注者は、着手前に「事前協議チェックシート」により、電子納品対象項目等の内容について事前協議を行うこと。

3　成果品　　　
「要領等」および「ガイドライン」に基づいて作成した電子成果品を電子媒体で２部提出する。「要領等」および「ガイドライン」の解釈に疑義がある場合は監督員と協議の上是非を決定する。
4　チェック
　成果品の提出の際には電子納品チェックシステムによるチェックを行い、エラーがないことを確認した後、ウイルス対策を実施した上で提出する。
第4条　支払関係　（2カ年度の債務負担行為を設定している工事に使用）
令和○○年度の支払いは☆☆☆,☆☆☆千円を限度とし、残額を令和△△年度に支払うものとする。　　　　　　　　　↑予算額を入力
ただし、令和○○年度の支払額は、工事の出来形部分又は製造工場等にある特殊な工場製品に相応する請負代金相当額の10分の9以内とする。

2　前払金
(1) 前払金総額
請負代金額の10分の4以内とする。
(2) 令和○○年度の前払金額
前払金総額に、当該年度の支払限度額の請負代金額に対する割合を乗じて得た額の範囲で、支払うものとする。この場合において、支払った前払金は、その全額を当該年度末までに償却するものとする。
(3) 令和△△年度の前払金額
本条本項第2号を準用する。ただし、既に支払われた前払金との合計額が前払金総額を超えることはできない。
3　中間前払金
(1) 中間前払金総額
請負代金額の10分の2以内とする。
(2) 令和○○年度の中間前払金額
中間前払金総額に、当該年度の支払限度額の請負代金額に対する割合を乗じて得た額の範囲で、支払うものとする。この場合において、支払った中間前払金は、その全額を当該年度末までに償却するものとする。
(3) 令和△△年度の中間前払金額
本条本項第2号を準用する。ただし、既に支払われた中間前払金との合計額が中間前払金総額を超えることはできない。
(4) 中間前払金の請求に係る認定請求に関する特則
湖西市建設工事請負契約約款第34条第5項各号を下表のように読み替える。
	(1) 工期（当該年度に該当する部分に限る。）の2分の1を経過していること。

(2) 工程表により工期（当該年度に該当する部分に限る。）の2分の1を経過するまでに実施すべきものとされている作業が行われていること。
(3) 当該年度に既に行われた作業に要した経費が、当該年度の支払限度額の2分の1以上の額に相当するものであること。


4　部分払
(1) 令和○○年度の部分払の請求回数
令和○○年度の支払限度額が下表に掲げる回数に相当する回数に限り請求することができる。
(2) 令和△△年度の部分払の請求回数
請負代金額から令和○○年度の支払限度額を引いた額が、下表に掲げる回数に相当する回数に限り請求することができる。
	・300万円未満　　　　　　　　　：0回
・300万円以上2,000万円未満　　：2回
・2,000万円以上5,000万円未満　：3回
・5,000万円以上　　　　　　　　：4回


5　留意事項
発注者は、予算上の理由等により、支払限度額、前払金額等を変更することができる。
第4条　支払関係　（2カ年度の債務負担行為で、初年度がゼロ債の工事に使用）
令和○○年度の支払いは行わず、支払いは全て令和△△年度に行うものとする。

2　前払金
(1) 前払金総額
請負代金額の10分の4以内とする。
(2) 令和○○年度の前払金額
前払金は支払わない。
(3) 令和△△年度の前払金額
前払金総額の範囲で、支払うものとする。
3　中間前払金
(1) 中間前払金総額
請負代金額の10分の2以内とする。
(2) 令和○○年度の中間前払金額
中間前払金は支払わない。

(3) 令和△△年度の中間前払金額
中間前払金総額の範囲で、支払うものとする。
(4) 中間前払金の請求に係る認定請求に関する特則
湖西市建設工事請負契約約款第34条第5項第1号及び第2号を下表のように読み替える。
	(1) 工期（当該年度に該当する部分に限る。）の2分の1を経過していること。

(2) 工程表により工期（当該年度に該当する部分に限る。）の2分の1を経過するまでに実施すべきものとされている作業が行われていること。


4　部分払
(1) 令和○○年度の部分払の請求回数
部分払は、請求はできない。
(2) 令和△△年度の部分払の請求回数
請負代金額が、下表に掲げる回数に相当する回数に限り請求することができる。
	・300万円未満　　　　　　　　　：0回
・300万円以上2,000万円未満　　：2回
・2,000万円以上5,000万円未満　：3回
・5,000万円以上　　　　　　　　：4回


5　留意事項
発注者は、予算上の理由等により、支払限度額、前払金額等を変更することができる。
第4条　支払関係　（3ヵ年度以上の債務負担行為を設定している工事に使用）
各年度における支払い限度額の範囲は、次のとおりである。
① 令和○○年度：請負代金額の××％
② 令和□□年度：請負代金額の××％
③ 令和△△年度：請負代金額の××％
ただし、令和○○年度及び令和□□年度の支払額は、工事の出来形部分又は製造工場等にある特殊な工場製品に相応する請負代金相当額の10分の9以内とする。

2　前払金
(1) 前払金総額
請負代金額の10分の4以内とする。
(2) 令和○○年度の前払金額
前払金総額に、本条第1項に掲げる当該年度の割合を乗じて得た額の範囲で、支払うものとする。この場合において、支払った前払金は、その全額を当該年度末までに償却するものとする。
(3) 令和□□年度の前払金額
本条本項第2号を準用する。ただし、既に支払われた前払金との合計額が前払金総額を超えることはできない。
(4) 令和△年度の前払金額
本条本項第2号を準用する。ただし、既に支払われた前払金との合計額が前払金総額を超えることはできない。
3　中間前払金
(1) 中間前払金総額
請負代金額の10分の2以内とする。
(2) 令和○○年度の中間前払金額
中間前払金総額に、本条第1項に掲げる当該年度の割合を乗じて得た額の範囲で、支払うものとする。この場合において、支払った中間前払金は、その全額を当該年度末までに償却するものとする。
(3) 令和□□年度の中間前払金額
本条本項第2号を準用する。ただし、既に支払われた中間前払金との合計額が中間前払金総額を超えることはできない。
(4) 令和△△年度の中間前払金額
本条本項第2号を準用する。ただし、既に支払われた中間前払金との合計額が中間前払金総額を超えることはできない。

(5) 中間前払金の請求に係る認定請求に関する特則
湖西市建設工事請負契約約款第34条第5項各号を下表のように読み替える。
	(1) 工期（当該年度に該当する部分に限る。）の2分の1を経過していること。

(2) 工程表により工期（当該年度に該当する部分に限る。）の2分の1を経過するまでに実施すべきものとされている作業が行われていること。
(3) 当該年度に既に行われた作業に要した経費が、当該年度の支払限度額の2分の1以上の額に相当するものであること。


4　部分払
(1) 令和○○年度の部分払の請求回数
請負代金額に本条第1項に掲げる当該年度の割合を乗じて得た額が、下表に掲げる回数に相当する回数に限り請求することができる。
(2) 令和□□年度の部分払の請求回数
本条本項第1号を準用する。
(3) 令和△△年度の部分払の請求回数
請負代金額から令和○○年度及び令和□□年度の支払額を引いた額が、下表に掲げる回数に相当する回数に限り請求することができる。
	・300万円未満　　　　　　　　　：0回
・300万円以上2,000万円未満　　：2回
・2,000万円以上5,000万円未満　：3回
・5,000万円以上　　　　　　　　：4回


5　留意事項
発注者は、予算上の理由等により、支払限度額、前払金額等を変更することができる。
第4条　支払関係　（3ヵ年度以上の債務負担行為で、初年度がゼロ債の工事に使用）
各年度における支払い限度額の範囲は、次のとおりである。
① 令和○○年度：0円
② 令和□□年度：請負代金額の××％
③ 令和△△年度：請負代金額の××％
ただし、令和□□年度の支払額は、工事の出来形部分又は製造工場等にある特殊な工場製品に相応する請負代金相当額の10分の9以内とする。

2　前払金
(1) 前払金総額
請負代金額の10分の4以内とする。
(2) 令和○○年度の前払金額
前払金は、支払わない。
(3) 令和□□年度の前払金額
前払金総額に、本条第1項に掲げる当該年度の割合を乗じて得た額の範囲で、支払うものとする。この場合において、支払った前払金は、その全額を当該年度末までに償却するものとする。
(4) 令和△△年度の前払金額
本条本項第3号を準用する。ただし、既に支払われた前払金との合計額が前払金総額を超えることはできない。
3　中間前払金
(1) 中間前払金総額
請負代金額の10分の2以内とする。
(2) 令和○○年度の中間前払金額
中間前払金は、支払わない。
(3) 令和□□年度の中間前払金額
中間前払金総額に、本条第1項に掲げる当該年度の割合を乗じて得た額の範囲で、支払うものとする。この場合において、支払った中間前払金は、その全額を当該年度末までに償却するものとする。
(4) 令和△△年度の中間前払金額
本条本項第3号を準用する。ただし、既に支払われた中間前払金との合計額が中間前払金総額を超えることはできない。

(5) 中間前払金の請求に係る認定請求に関する特則
湖西市建設工事請負契約約款第34条第5項各号を下表のように読み替える。
	(1) 工期（当該年度に該当する部分に限る。）の2分の1を経過していること。

(2) 工程表により工期（当該年度に該当する部分に限る。）の2分の1を経過するまでに実施すべきものとされている作業が行われていること。
(3) 当該年度に既に行われた作業に要した経費が、当該年度の支払限度額の2分の1以上の額に相当するものであること。


4　部分払
(1) 令和○○年度の部分払の請求回数
部分払は請求できない。
(2) 令和□□年度の部分払の請求回数
請負代金額に本条第1項に掲げる当該年度の割合を乗じて得た額が、下表に掲げる回数に相当する回数に限り請求することができる。
(3) 令和△△年度の部分払の請求回数
請負代金額から令和□□年度の支払額を引いた額が、下表に掲げる回数に相当する回数に限り請求することができる。
	・300万円未満　　　　　　　　　：0回
・300万円以上2,000万円未満　　：2回
・2,000万円以上5,000万円未満　：3回
・5,000万円以上　　　　　　　　：4回


5　留意事項
発注者は、予算上の理由等により、支払限度額、前払金額等を変更することができる。
第5条　建設副産物

受注者は、必要な情報を建設副産物情報交換システム（COBRIS）に入力するとともに、再生資源利用（促進）計画書、再生資源利用（促進）実施書等を発注者に提出するものとする。
第6条　配置技術者等の雇用証明　（制限付一般競争入札に付す工事に使用）
受注者は、主任技術者等通知書に記載された者との3か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を証明するため、次のいずれかの写しを提出するものとする。
① 健康保険被保険者証

② 住民税特別徴収税額通知書又は源泉徴収票

③ 監理技術者資格者証
2　配置技術者等の手持ち工事等の状況
受注者は、発注者又は監督員から主任技術者等通知書に記載した者の手持ち工事等の状況を確認された場合にあっては、湖西市制限付一般競争入札実施要領に定める「手持ち工事等に関する調書」等を提出するものとする。
第6条　配置技術者等の雇用証明　（随意契約、指名競争入札等に付す工事に使用）
受注者は、主任技術者等通知書に記載された者との3か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を証明するため、次のいずれかの写しを提出するものとする。
① 健康保険被保険者証

② 住民税特別徴収税額通知書又は源泉徴収票

③ 監理技術者資格者証
2　配置技術者等の手持ち工事等の状況
受注者は、当初の主任技術者等通知書の提出に際しては、湖西市制限付一般競争入札実施要領に定める「手持ち工事等に関する調書」等、同通知書に記載した者の手持ち工事等の状況を確認することができる書類を添付するものとする。

また、発注者又は監督員から主任技術者等通知書に記載した者の手持ち工事等の状況を確認された場合も、同様に提出するものとする。
第7条　施工体制台帳の添付書類等
受注者は、下請契約を締結した場合にあっては、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成12年法律第127号）第15条の規定により読み替えて適用される建設業法（昭和24年法律第100号）第24条の7の規定により施工体制台帳（再下請負通知書を含む。）を作成し、その写しを発注者に提出しなければならない。この場合において、次の条項を適用するものとする。
(1) 受注者は、添付書類である「下請負人が請負った建設工事の契約書」には、次に掲げる全ての書類を含めなければならない。
① 契約約款
② 契約数量の内訳（具体的な契約内容を示す書類として、工種毎の数量、機械費や材料費が含まれているか否か等を示す書類をいう。）
(2) 受注者は、発注者から請求があった場合には、施工体制台帳（再下請通知書を含む。）に記載した下請負人が「雇用保険、健康保険若しくは厚生年金保険に加入していることを確認できる書類」又は「雇用保険、健康保険若しくは厚生年金保険に加入する義務がないことを誓約する書類（適用除外誓約書）」を提出しなければならない。
(3) 受注者は、建設業法施行規則（昭和24年建設省令第14号）第14条の3第1項の規定により、「請け負わせた下請負人に対して通知しなければならない義務」及び「工事現場の見やすい場所に掲げなければならない義務」のある書面には、湖西市建設工事請負契約約款第6条の4第1項に規定する「相指名業者による下請負」が禁止されていることも記載しなければならない。（下表の文面を参考とすること。）
	作成日：令和○○年○○月○○日
下請負人となった皆様へ

元請負人：○○建設株式会社
今回、下請負人として貴社に施工を分担していただく建設工事については、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成12年法律第127号）第15条の規定により読み替えて適用される建設業法（昭和24年法律第100号）第24条の7の規定により、施工体制台帳を作成しなければならないこととされています。
この建設工事の下請負人（貴社）は、その請け負った建設工事を他の建設業を営む者（建設業の許可を受けていない者を含みます。）に請け負わせたときは、次のアからウまでを行っていただく必要があります。（ウについては、湖西市発注工事の独自項目です。）
ア　建設業法第24条の8第2項の規定により、遅滞なく、建設業法施行規則（昭和24年建設省令第14号）第14条の4第1項に規定する再下請負通知書を当社宛てに次の場所まで提出しなければなりません。また、一度通知いただいた事項や書類に変更が生じたときも、変更の年月日を付記して遅滞なく再下請通知書を提出しなければなりません。

イ　貴社が他の者に工事を請け負わせた時は、その者に対してこの書面を複写し交付して、「さらに他の者に工事を請け負わせたときは、作成建設業者に対する再下請負通知書の提出と、その者に対するこの書面の写しの交付が必要である」旨を伝えなければなりません。

ウ　貴社が他の者に工事を請け負わせた時は、その者に対し、「あらかじめ作成建設業者（元請負人）が発注者の承諾を得ない限りは、本工事の競争入札で入札をした者に工事を請け負わせることができない」旨を伝えなければなりません。（該当者を確認されたい場合には、作成建設業者に問い合わせてください。）
作成建設業者の商号　　　　：○○建設株式会社（元請負人）
再下請負通知書の提出場所　：工事現場内の現場事務所又は○○建設株式会社


※　受注者は、一次下請負人に対して受領印（受領日を含む。）を求める等、できる限り一次下請負人がこの書面を受理したことを証明することができるようにしておくこと。
第8条　下請負人の主任技術者の職務の明確化
受注者は、国土交通省通知「監理技術者制度運用マニュアルについて」（平成28年12月19日付け国土建第349号）の二一三の「監理技術者等の職務」に基づき、下請負人の主任技術者が専ら複数工種のマネージメントを行い元請の主任(監理)技術者に近い役割を担う場合にあっては、施工体系図の当該主任技術者の氏名欄に※印を記載（あらかじめ欄外に「※は、専ら複数工種のマネージメントを行い元請の監理技術者等に近い役割を担う」と注記しておくこと。）し、かつ下請負人と合意したうえで当該主任技術者本人の内容確認・押印により明示しておかなければならない。
第9条　社会保険の加入に関する下請指導
受注者は、湖西市建設工事請負契約約款第6条の3に規定する「社会保険等未加入者による下請負の禁止」（一次下請のみ）の禁止条項を遵守するだけでなく、国土交通省策定の「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」（平成24年4月策定。平成28年7月最終改訂）の第2の「元請企業の役割と責任」に掲げられている次の内容を踏まえ、積極的な加入指導等に努めなければならない。
(1) 遅くとも平成29年度以降においては、健康保険、厚生年金保険、雇用保険の全部又は一部について、適用除外でないにもかかわらず未加入である建設企業は、下請企業として選定しないとの取扱いとすべきである。
(2) 遅くとも平成29年度以降においては、適切な保険に加入していることを確認できない作業員については、元請企業は特段の理由がない限り現場入場を認めないとの取扱いとすべきである。
第10条　事故等が発生した場合の対応

本工事の施工に当たり事故等が発生した場合には、「事故等が発生した場合の対応について（通知）」（平成30年3月22日付け湖総契第36号）により、次に掲げるところにより対応するものとする。
(1) 受注者は、事故等の内容及び状況を勘案し、救急車の手配その他の負傷者の救護措置及び二次災害防止のための応急措置を行ったうえ、速やかに警察署及び労働基準監督署に通報し、必要によりその他の関係機関に連絡しなければならない。
(2) 受注者は、(1)の処理を終えたときは、直ちに工事担当課に電話等により当該事故等の内容、負傷者の救済措置及び二次災害防止のための応急措置並びに関係機関への通報状況を報告しなければならない。

(3) 受注者は、事故等の発生日の翌日（休日を除く。）までに事故等発生速報を工事担当課に提出しなければならない。ただし、提出がやむを得ず遅れる場合にあっては、電話等により遅滞理由を伝えたうえ、後日、速やかに提出することができる。

(4) 受注者は、再発を防止するため、当該事故等の発生原因の究明及び再発防止対策を実施しなければならない。この場合において、災害防止協議会等の労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）第30条に基づく協議組織を設置している場合にあっては、あらかじめ当該組織において前段の実施事項を検討しなければならない。

(5) 受注者は、(4)の再発防止対策の実施後、原則として、事故等の発生日から7日以内に事故等対応報告書を工事担当課に提出しなければならない。

(6) 受注者は、労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号）第96条及び第97条に基づく報告書の提出状況、被災労働者による労働災害の補償給付等の請求状況、給付等の支給決定状況、被災者又は被災物件の状況等について、発注者から確認を求められたときは、その状況を報告しなければならない。

(7) 受注者は、発注者が行う事故等に関する調査に協力しなければならない。
第11条　低入札　（調査基準価格の設定対象で、土木工事共通仕様書の適用工事に使用）
湖西市低入札取扱要領（平成14年湖西市告示第142号）の規定により、調査対象者が落札した場合は、次の条項を適用するものとする。
(1) 受注者は、低入札価格調査時に提出した資材等の購入代金、機械等のリース代金、警備業務の請負代金等について、その実際の契約内容が確認できる書類を提出しなければならない。

(2) 受注者は、(1)の書類又は施工体制台帳（再下請負通知書及び添付書類を含む。）について、その内容のヒアリングを発注者から求められた場合は、これに応じなければならない。
(3) 受注者は、(1)又は(2)の書面内容が、低入札価格調査時の提出資料に記載した予定契約者と異なる場合又は予定契約者の見積書金額と異なる場合は、発注者にその理由を説明のうえ、当該理由を記載した書面を提出しなければならない。
(4) 受注者は、請負代金額にかかわらず、土木工事共通仕様書1-1-4に基づく全14項目について施工計画書を作成しなければならない。
(5) 受注者は、施工計画書について、その内容のヒアリングを発注者から求められた場合は、これに応じなければならない。
(6) 受注者は、発注者から「実際の施工状況」と「施工計画書等の記載内容」の差異について理由を求められた場合にあっては、発注者にその理由を説明のうえ、当該理由を記載した書面を提出しなければならない。

(7) 土木工事共通仕様書に定める品質証明工事の対象としなければならない。

第11条　低入札　（調査基準価格の設定対象で、土木工事共通仕様書の対象外工事に使用）
湖西市低入札取扱要領（平成14年湖西市告示第142号）の規定により、調査対象者が落札した場合は、次の条項を適用するものとする。
(1) 受注者は、低入札価格調査時に提出した資材等の購入代金、機械等のリース代金、警備業務の請負代金等について、その実際の契約内容が確認できる書類を提出しなければならない。
(2) 受注者は、(1)の書類又は施工体制台帳（再下請負通知書及び添付書類を含む。）について、その内容のヒアリングを発注者から求められた場合は、これに応じなければならない。
(3) 受注者は、(1)又は(2)の書面内容が、低入札価格調査時の提出資料に記載した予定契約者と異なる場合又は予定契約者の見積書金額と異なる場合は、発注者にその理由を説明のうえ、当該理由を記載した書面を提出しなければならない。
(4) 受注者は、施工計画書を適切に作成しなければならない。
(5) 受注者は、施工計画書について、その内容のヒアリングを発注者から求められた場合は、これに応じなければならない。
(6) 受注者は、発注者から「実際の施工状況」と「施工計画書等の記載内容」の差異について理由を求められた場合にあっては、発注者にその理由を説明のうえ、当該理由を記載した書面を提出しなければならない。

第12条　品質証明　　（設計金額1億円以上の土木一式工事であって、土木工事共通仕様書の適用工事に使用）例1
(1) 受注者は、本工事に品質証明員を配置しなければならない。（品質証明工事の対象工事となる。）この場合において、受注者は、主任技術者等通知書の提出と併せて湖西市品質証明実施要領第3条の規定により発注者に品質証明員を通知しなければならない。
(2) 品質証明員の資格要件は、次に掲げる条件のほか、湖西市品質証明実施要領第4条の定めを満足していなければならない。
① 受注者と3か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を有していること。
② 土木一式工事に係る10年以上の現場経験を有していること。
③ １級土木施工管理技士又は技術士（建設部門に限る。）の資格を有すること。
④ 本工事に従事している技術者（現場代理人、主任・監理技術者等）と同一の技術者でないこと。
第12条　品質証明　　（調査基準価格の設定工事のうち、設計金額5,000万円以上1億円未満の土木一式工事であって、土木工事共通仕様書を適用する工事に使用）例2
(1) 受注者は、品質証明工事の対象となった場合には、本工事に品質証明員を配置しなければならない。この場合において、受注者は、主任技術者等通知書の提出と併せて湖西市品質証明実施要領第3条の規定により発注者に品質証明員を通知しなければならない。
(2) 品質証明員の資格要件は、次に掲げる条件のほか、湖西市品質証明実施要領第4条の定めを満足していなければならない。
① 受注者と3か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を有していること。
② 土木一式工事に係る10年以上の現場経験を有していること。
③ １級土木施工管理技士又は技術士（建設部門に限る。）の資格を有すること。
④ 本工事に従事している技術者（現場代理人、主任・監理技術者等）と同一の技術者でないこと。
第12条　品質証明　　（調査基準価格の設定工事のうち、設計金額5,000万円未満の土木一式工事であって、土木工事共通仕様書を適用する工事に使用）例3
(1) 受注者は、品質証明工事の対象となった場合には、本工事に品質証明員を配置しなければならない。この場合において、受注者は、主任技術者等通知書の提出と併せて湖西市品質証明実施要領第3条の規定により発注者に品質証明員を通知しなければならない。
(2) 品質証明員の資格要件は、次に掲げる条件のほか、湖西市品質証明実施要領第4条の定めを満足していなければならない。
① 受注者と3か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を有していること。
② 土木一式工事に係る10年以上の現場経験を有していること。
③ １級土木施工管理技士、２級土木施工管理技士又は技術士（建設部門に限る。）の資格を有すること。
④ 本工事に従事している技術者（現場代理人、主任・監理技術者等）と同一の技術者でないこと。
第12条　品質証明　　（設計金額1億円以上の舗装工事であって、土木工事共通仕様書の適用工事に使用）例4
(1) 受注者は、本工事に品質証明員を配置しなければならない。（品質証明工事の対象工事となる。）この場合において、受注者は、主任技術者等通知書の提出と併せて湖西市品質証明実施要領第3条の規定により発注者に品質証明員を通知しなければならない。
(2) 品質証明員の資格要件は、次に掲げる条件のほか、湖西市品質証明実施要領第4条の定めを満足していなければならない。
① 受注者と3か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を有していること。
② 舗装工事又は土木一式工事に係る10年以上の現場経験を有していること。
③ １級土木施工管理技士又は技術士（建設部門に限る。）の資格を有すること。
④ 本工事に従事している技術者（現場代理人、主任・監理技術者等）と同一の技術者でないこと。
第12条　品質証明　　（調査基準価格の設定工事のうち、設計金額5,000万円以上1億円未満の舗装工事であって、土木工事共通仕様書を適用する工事に使用）例5
(1) 受注者は、品質証明工事の対象となった場合には、本工事に品質証明員を配置しなければならない。この場合において、受注者は、主任技術者等通知書の提出と併せて湖西市品質証明実施要領第3条の規定により発注者に品質証明員を通知しなければならない。
(2) 品質証明員の資格要件は、次に掲げる条件のほか、湖西市品質証明実施要領第4条の定めを満足していなければならない。
① 受注者と3か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を有していること。
② 舗装工事又は土木一式工事に係る10年以上の現場経験を有していること。
③ １級土木施工管理技士又は技術士（建設部門に限る。）の資格を有すること。
④ 本工事に従事している技術者（現場代理人、主任・監理技術者等）と同一の技術者でないこと。
第12条　品質証明　　（調査基準価格の設定工事のうち、設計金額5,000万円未満の舗装工事であって、土木工事共通仕様書を適用する工事に使用）例6
(1) 受注者は、品質証明工事の対象となった場合には、本工事に品質証明員を配置しなければならない。この場合において、受注者は、主任技術者等通知書の提出と併せて湖西市品質証明実施要領第3条の規定により発注者に品質証明員を通知しなければならない。
(2) 品質証明員の資格要件は、次に掲げる条件のほか、湖西市品質証明実施要領第4条の定めを満足していなければならない。
① 受注者と3か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を有していること。
② 舗装工事又は土木一式工事に係る10年以上の現場経験を有していること。
③ １級土木施工管理技士、２級土木施工管理技士又は技術士（建設部門に限る。）の資格を有すること。
④ 本工事に従事している技術者（現場代理人、主任・監理技術者等）と同一の技術者でないこと。
第12条　品質証明　　（設計金額1億円以上の土木一式・舗装工事を除く工事であって、土木工事共通仕様書の適用工事に使用）例7
(1) 受注者は、本工事に品質証明員を配置しなければならない。（品質証明工事の対象工事となる。）この場合において、受注者は、主任技術者等通知書の提出と併せて湖西市品質証明実施要領第3条の規定により発注者に品質証明員を通知しなければならない。
(2) 品質証明員の資格要件は、次に掲げる条件のほか、湖西市品質証明実施要領第4条の定めを満足していなければならない。
① 受注者と3か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を有していること。
② ■■工事又は□□工事に係る10年以上の現場経験を有していること。
↑“又は”以降は、不要であれば削除可（追加も可）
③ ■■工事に係る監理技術者資格を有すること。
④ 本工事に従事している技術者（現場代理人、主任・監理技術者等）と同一の技術者でないこと。
第12条　品質証明　　（調査基準価格の設定工事のうち、1億円未満の土木一式・舗装工事を除く工事あって、土木工事共通仕様書を適用する工事に使用）例8
(1) 受注者は、品質証明工事の対象となった場合には、本工事に品質証明員を配置しなければならない。この場合において、受注者は、主任技術者等通知書の提出と併せて湖西市品質証明実施要領第3条の規定により発注者に品質証明員を通知しなければならない。
(2) 品質証明員の資格要件は、次に掲げる条件のほか、湖西市品質証明実施要領第4条の定めを満足していなければならない。
① 受注者と3か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を有していること。
② ■■工事又は□□工事に係る10年以上の現場経験を有していること。
↑“又は”以降は、不要であれば削除可（追加も可）
③ ■■工事に係る監理技術者資格を有すること。
④ 本工事に従事している技術者（現場代理人、主任・監理技術者等）と同一の技術者でないこと。
第12条　品質証明　　　（設計金額1億円以上若しくは調査基準価格の設定工事のうち、土木工事共通仕様書を適用する工事であって、品質証明工事の対象とすることができない特別な事情のある工事に使用）例9
本工事は、他の設計図書内の条件にかかわらず、湖西市品質証明実施要領第2条第2項の規定により品質証明工事の対象としない。
第13条　特定建設工事共同企業体編成表　　　（特定ＪＶに発注する工事に使用）
受注者は、湖西市特定建設工事共同企業体取扱要綱（平成25年湖西市告示第14号）第17条の規定により、契約の日（仮契約を締結したものにあっては、本契約移行の日）から7日以内に、同要綱に定める特定建設工事共同企業体編成表（様式第7号）に準じて作成した編成表を発注者に提出しなければならない。
⇒


第３号は、特命随契の場合には、削除すること。





（見積もり合せの場合）「競争入札で入札をした者」→「見積もり合せで見積書を提出した者」








